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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第63期

第２四半期   
連結累計期間

第63期
第２四半期   
連結会計期間

第62期

会計期間

自　平成20年4月
1日

至　平成20年9月
30日

自　平成20年7月
1日

至　平成20年9月
30日

自　平成19年4月
1日

至　平成20年3月
31日

売上高 (百万円) 21,812 14,315 72,677

経常損失 (百万円) 5,384 1,841 4,287

四半期(当期)純損失 (百万円) 5,730 2,892 5,275

純資産額 (百万円) － 13,306 19,331

総資産額 (百万円) － 55,425 55,188

１株当たり純資産額 (円) － 80.42 117.00

１株当たり四半期
(当期）純損失

(円) 34.84 17.58 32.07

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) － 23.9 34.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,713 － 3,395

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △144 － △2,445

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,466 － △360

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) － 6,362 7,755

従業員数 (名) － 1,031 1,095

（注）１　売上高には、消費税等は含まれていない。

 ２　第62期及び第63期第２四半期連結累計期間及び第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり四半期（当期）純損失が計上されているため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 1,031

(注) 従業員数は就業人員である。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 848

(注) 従業員数は就業人員である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

事業の種類別セグメント

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

(百万円)

建設事業 9,242

ブロック事業 1,073

その他の事業 159

合計 10,473

　

(2) 売上実績

事業の種類別セグメント

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

(百万円)

建設事業 12,976

ブロック事業 1,012

その他の事業 327

合計 14,315

（注）当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。
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参考のため、提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

建設業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注高、売上高、繰越高及び施工高

期別 工事別
前期繰越高

(百万円)

期中受注高

(百万円)

計

(百万円)

期中完成

工事高

(百万円)

次期繰越高
期中施工高

(百万円)手持高

(百万円)

うち施工高

(％、百万円)

当第２四半期

累計期間

自平成20年

４月１日

至平成20年

９月30日

土木 38,610 17,545 56,155 10,92445,23012.0 5,415 14,030

地盤改良 7,502 8,951 16,452 6,822 9,63037.8 3,636 10,054

計 46,11126,49672,60717,74754,86116.5 9,05124,084

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注高にその増減額

を含む。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　次期繰越高の施工高は、支出金により手持高の施工高を推定したものである。

３　期中施工高は、(期中完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。

　　②　完成工事高

期別 区分(百万円) 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

当第２四半期
会計期間

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

土木工事 4,801 1,629 6,430

地盤改良工事 951 4,324 5,275

計 5,751 5,953 11,705

　(注)完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高はない。

③　手持工事高

　　当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日)

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

  土木工事 34,534 10,696 45,230

地盤改良工事 3,307 6,323 9,630

計 37,841 17,019 54,861

    ④　兼業事業売上高

　　　　当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日～至平成20年９月30日）

区分 件数(件) 売上高(百万円)

型枠賃貸 331 806

その他 55 108

計 386 914

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループにおける財政状態及び経営成績に関する分析は、以下のとおりである。

　なお、文中における将来に関する事項については、当四半期報告書提出日現在において判断したものであ

る。

　

(1)経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～平成20年９月30日）におけるわが国経済は、米国

・欧州での金融危機の深刻化や資源高により企業収益が悪化し、景気の後退色が強まる展開となっ

た。

　建設業界においては、不動産市況の低迷、金融機関の融資姿勢の厳格化などにより、新興不動産会社

や地方・中堅建設会社が相次ぎ倒産するなど、業況は急速に悪化しつつある。

　このような環境の下、当社グループは、「新中期事業計画」の達成に向け、諸施策を展開してきた。

　土木事業では国土交通省発注の紀の川築港地区上流堤防強化工事、新那賀川橋下部工事、石狩川環

境整備事業導水樋門工事を受注した。さらに、大阪港、三河港、田子の浦港、須崎港などの港湾施設に

おいて、浚渫工事や岸壁・防波堤築造工事を受注するなど、着実に事業展開をしている。

　地盤改良事業では、主要地方空港施設の耐震化対策の初弾となる仙台空港Ｂ誘導路地盤改良工事を

受注し、今後、当工事の受注を足がかりに全国主要地方空港における液状化対策工事の営業展開に努

めている。

　ブロック事業では、主力商品のテトラポッドが東京国際空港再拡張事業Ｄ滑走路埋立部の外周護岸

に全面採用された。

この結果、受注高は10,473百万円、売上高は14,315百万円、損益については、営業損失は1,689百万円、

経常損失は1,841百万円となり、さらに退職給付制度終了損を特別損失に計上したことなどで四半期

純損失は2,892百万円となった。

　なお、当期まで続くのれんの償却費負担により、営業利益、経常利益、四半期純利益がそれぞれ1,599

百万円減少しているが、当社グループの財務状況に実質的な影響を与えるものではない。

　

(2)財政状態の分析

資産合計は、受取手形・完成工事未収入金等の減少及びのれんの償却による無形固定資産の減少が

あったが、未成工事支出金等が増加したことなどにより、前連結会計年度末と比べ237百万円増加し

て55,425百万円となった。

　負債合計は、未成工事受入金等の増加などにより、前連結会計年度末と比べ6,262百万円増加して

42,119百万円となった。

　純資産は、四半期純損失の計上などにより、前連結会計年度末と比べ6,025百万円減少して13,306百

万円となった。
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末残高に比べ

て1,393百万円減少し、6,362百万円となった。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金の回収に努め

完成工事未収入金の減少及び未成工事受入金の増加があったが、税金等調整前四半期純損失の計上

や未成工事支出金の増加などもあり、1,690百万円の支出超過となった。。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却等

により、220百万円の収入超過となった。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加等により

2,386百万円の収入超過となった。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はない。

　

(5)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は87百万円である。

　

(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの経営戦略の現状と見通しに重要な変更はな

い。

　

(7)経営者の問題認識と今後の方針について

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの経営者の問題認識と今後の方針について重要

な変更はない。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

(1)主要な設備の状況

　　　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設及び除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 272,559,104

計 272,559,104

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 182,025,228182,025,228

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 182,025,228182,025,228― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はない。

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はない。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年9月30日 ― 182,025― 5,000 ― 2,472
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(5) 【大株主の状況】

　

　平成20年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 23,063 12.67

吉岡　英和 兵庫県西宮市 4,632 2.54

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４G）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,982 2.19

日鉄鉱業株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番２号 3,409 1.87

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,261 1.79

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 3,041 1.67

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 1,898 1.04

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 1,612 0.89

不動テトラ社員持株会 大阪市中央区淡路町二丁目２番14号 1,346 0.74

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウン
ツイーエルアールジー（常任代
理人株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行）

CITYGROUP CENTRE,CANADA SQUARE,CANARY
WHARF LONDON E14 5LB,UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号決済
事業部）

1,329 0.73

計 ― 47,572 26.14

（注）１　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。

　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　3,982千株

 ２  上記所有株式数のほか、当社所有の自己株式 17,537千株（9.63%）がある。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　平成20年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式）　
　　
普通株式
　 　　17,536,800

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　164,405,200

1,644,052 ―

単元未満株式
普通株式
　　　　　 83,228

― ―

発行済株式総数      182,025,228― ―

総株主の議決権 ― 1,644,052 ―

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が76,400株含まれており、

「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数764個が含まれている。

 ２　「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式21株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

　平成20年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社不動テトラ

大阪市中央区淡路町二丁
目２番14号

17,536,800― 17,536,8009.63

計 ― 17,536,800― 17,536,8009.63

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　4月 　5月 　6月 　7月 　8月 　9月

最高(円) 98 111 119 100 97 89

最低(円) 87 90 98 90 87 66

（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部のものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,372 7,765

受取手形・完成工事未収入金等 14,885 16,874

有価証券 20 20

未成工事支出金等 8,987 2,444

販売用不動産 740 745

材料貯蔵品 648 553

その他 6,195 5,029

貸倒引当金 △93 △71

流動資産合計 37,753 33,359

固定資産

有形固定資産 ※１
 4,941

※１
 5,059

無形固定資産

のれん 3,214 6,413

その他 476 457

無形固定資産合計 3,690 6,870

投資その他の資産

その他 11,592 12,417

貸倒引当金 △2,551 △2,517

投資その他の資産合計 9,041 9,900

固定資産合計 17,672 21,829

資産合計 55,425 55,188

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 16,674 16,076

短期借入金 ※３
 10,300

※３
 7,917

未払法人税等 42 101

未成工事受入金等 8,468 4,355

引当金 469 556

その他 3,480 3,607

流動負債合計 39,433 32,611

固定負債

長期借入金 － 600

退職給付引当金 1,077 2,625

引当金 14 11

その他 1,596 10

固定負債合計 2,686 3,246

負債合計 42,119 35,857
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 14,756 14,756

利益剰余金 △6,509 △450

自己株式 △251 △251

株主資本合計 12,996 19,055

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 218 145

繰延ヘッジ損益 △1 △3

為替換算調整勘定 15 48

評価・換算差額等合計 231 190

少数株主持分 79 86

純資産合計 13,306 19,331

負債純資産合計 55,425 55,188
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高

完成工事高 19,537

兼業事業売上高 2,274

売上高合計 21,812

売上原価

完成工事原価 17,628

兼業事業売上原価 1,130

売上原価合計 18,758

売上総利益

完成工事総利益 1,909

兼業事業総利益 1,145

売上総利益合計 3,054

販売費及び一般管理費 ※２
 8,009

営業損失（△） △4,955

営業外収益

受取利息 4

受取配当金 11

為替差益 9

その他 51

営業外収益合計 74

営業外費用

支払利息 67

支払手数料 88

持分法による投資損失 318

その他 31

営業外費用合計 504

経常損失（△） △5,384

特別利益

移転補償金 437

その他 81

特別利益合計 518

特別損失

投資有価証券評価損 213

退職給付制度終了損 ※３
 654

その他 17

特別損失合計 884

税金等調整前四半期純損失（△） △5,750

法人税、住民税及び事業税 31

法人税等調整額 △44

法人税等合計 △13

少数株主損失（△） △7

四半期純損失（△） △5,730
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高

完成工事高 12,976

兼業事業売上高 1,339

売上高合計 14,315

売上原価

完成工事原価 11,530

兼業事業売上原価 630

売上原価合計 12,159

売上総利益

完成工事総利益 1,446

兼業事業総利益 709

売上総利益合計 2,155

販売費及び一般管理費 ※２
 3,844

営業損失（△） △1,689

営業外収益

受取利息 3

受取配当金 0

その他 21

営業外収益合計 24

営業外費用

支払利息 38

支払手数料 47

持分法による投資損失 73

その他 18

営業外費用合計 176

経常損失（△） △1,841

特別利益

固定資産売却益 35

貸倒引当金戻入額 9

その他 10

特別利益合計 55

特別損失

退職給付制度終了損 ※３
 654

その他 76

特別損失合計 730

税金等調整前四半期純損失（△） △2,516

法人税、住民税及び事業税 15

法人税等調整額 366

法人税等合計 380

少数株主損失（△） △4

四半期純損失（△） △2,892
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 △5,750

減価償却費 265

のれん償却額 3,199

貸倒引当金の増減額（△は減少） 55

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,548

その他の引当金の増減額（△は減少） △86

受取利息及び受取配当金 △14

支払利息 67

支払手数料 88

持分法による投資損益（△は益） 318

投資有価証券評価損益（△は益） 213

売上債権の増減額（△は増加） 1,984

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △6,543

仕入債務の増減額（△は減少） 599

未成工事受入金等の増減額（△は減少） 4,113

未払消費税等の増減額（△は減少） △689

その他の流動資産の増減額（△は増加） △713

その他の流動負債の増減額（△は減少） 533

その他の固定負債の増減額（△は減少） 1,588

その他 △264

小計 △2,584

利息及び配当金の受取額 14

利息の支払額 △77

法人税等の支払額 △66

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,713

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △477

有形固定資産の売却による収入 307

投資有価証券の取得による支出 △1

投資有価証券の売却による収入 2

貸付けによる支出 △15

貸付金の回収による収入 28

その他 12

投資活動によるキャッシュ・フロー △144

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,000

長期借入金の返済による支出 △1,200

配当金の支払額 △331

その他 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,466

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,393

現金及び現金同等物の期首残高 7,755

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 6,362
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はない。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１　重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産
　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従
来、主として個別法による原価法によっていたが、第１
四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会
計基準」（企業会計基準第9号　平成18年７月５日）が
適用されたことに伴い、主として個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）により算出している。

なお、これによる当第２四半期連結累計期間への影

響額は軽微である。

 

２　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成

における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適

用している。

　なお、これによる当第２四半期連結累計期間への影響

額はない。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

    法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加
減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法
によっている。
　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結
会計年度末以降に経営環境等、又は、一時差異等の発生
状況に著しい変化が認められた場合に、前連結会計年
度決算において使用した将来の業績予測やタックス・
プランニングに当該著しい変化の影響を加味したもの
を利用する方法によっている。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　該当事項はない。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成20年３月
31日)

※１有形固定資産減価償却累計額
　　　　　　　　　　20,580百万円

※１有形固定資産減価償却累計額
　　　　　　　　　　21,012百万円

２受取手形裏書譲渡高　　
　　　　　　　　　　　 207百万円

２受取手形裏書譲渡高　　
　　　　　　　　　　　 560百万円

※３当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀
行と貸出コミットメント契約を締結している。これ
らの契約に基づく当第２四半期連結会計期間末の
残高は次のとおりである。
　　貸出コミットメントの総額　　　7,500百万円
　　借入実行残高　　　　　　　　　6,500　　　　　
　　差引額　　　　　　　　　　　　1,000

※３当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀
行と貸出コミットメント契約を締結している。これ
らの契約に基づく当連結会計年度末の残高は次の
とおりである。
　　貸出コミットメントの総額　　　7,500百万円
　　借入実行残高　　　　　　　　　3,500　　　　　
　　差引額　　　　　　　　　　　　4,000
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１
 
工事進行基準によった完成工事高は、10,216百万円で

ある。

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

次のとおりである。

　　　従業員給料手当　　　　　　1,747 百万円

　　　賞与及び賞与引当金繰入額　  195　　 

　　　退職給付費用　　　 　 　　　267

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　284

　　　のれん償却額　　　　　　　3,199　

 

※３ 当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年10月１日

を期に確定給付年金（ＤＢ）、確定拠出年金（ＤＣ）

及び退職一時金を柱とする新しい退職給付制度を採用

した。これに伴い、退職給付制度の終了とみなされる部

分に対応する金額を損益として認識した結果、654百万

円を特別損失に計上している。

４ 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第

４四半期に完成する工事の割合が大きいため、第１、第

２及び第３四半期と第４四半期の売上高との間に著し

い相違があり、第１、第２及び第３四半期と第４四半期

の業績に季節的変動がある。

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１
 
工事進行基準によった完成工事高は、5,321百万円であ

る。

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

次のとおりである。

　　　従業員給料手当　　　　　　　832 百万円

　　　賞与及び賞与引当金繰入額　   96　　 

　　　退職給付費用　　　 　 　　　 91

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　 86

　　　のれん償却額　　　　　　　1,599　

 

※３ 当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年10月１日

を期に確定給付年金（ＤＢ）、確定拠出年金（ＤＣ）

及び退職一時金を柱とする新しい退職給付制度を採用

した。これに伴い、退職給付制度の終了とみなされる部

分に対応する金額を損益として認識した結果、654百万

円を特別損失に計上している。

４ 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第

４四半期に完成する工事の割合が大きいため、第１、第

２及び第３四半期と第４四半期の売上高との間に著し

い相違があり、第１、第２及び第３四半期と第４四半期

の業績に季節的変動がある。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

現金預金 6,372百万円

預け入れ期間が３ヶ月超の定期預金 △10百万円

現金及び現金同等物 6,362百万円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 182,025,228

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 17,536,821

　

３　配当に関する事項

　　 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 329 2 平成20年３月31日 平成20年６月23日

　
４　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はない。
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(リース取引関係)

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

及び
当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の
賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、当四半期
連結会計期間末におけるリース取引残高に前連結会計年度
末に比べて著しい変動が認めらる。　
 

　(借主側)
１リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び第
２四半期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

第２四半
期末
残高
相当額
(百万円)

有形固定

資産
1,419 429 990

２未経過リース料第２四半期期末残高相当額

１年内 283百万円

１年超 725

　計 1,008

３支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
　(四半期連結累計期間)

百万円

支払リース料 139

減価償却費
相当額

137

支払利息
相当額

18

 
　(四半期連結会計期間)

百万円

支払リース料 76

減価償却費
相当額

80

支払利息
相当額

10

４四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間の減価償却費
相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっている。

５利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取　得価額相当額との差額を
　利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に
　よっている。　　
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(有価証券関係)

有価証券は企業集団の事業の運営において重要なものではなく、また、前連結会計年度末に比べて著

しい変動はない。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はない。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はない。

　

(企業結合関係)

該当事項はない。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

建設事業
(百万円)

型枠賃貸　　
事業
(百万円)

機械賃貸　
事業
(百万円)

その他の　
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 12,9761,012 4 323 14,315 － 14,315

(2) セグメント間の内部売上高
　　又は振替高

－ △ 21 705 251 935  (935) －

計 12,976 991 709 574 15,250(935)14,315

営業費用 14,812 855 519 601 16,787(783)16,004

営業利益又は営業損失(△) △ 1,836 137 190 △ 27△ 1,536(152)△ 1,689

　

(注)１　事業区分の方法

　　　　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分等を勘案して区分している

　　２　各事業区分に属する主要な内容

　　　　　建設事業：土木、その他建設工事全般に関する事業

　　　　　型枠賃貸事業：消波・根固ブロックの型枠賃貸に関する事業

　　　　　機械賃貸事業：施工機械の賃貸

　　　　　その他の事業：環境景観商品・建設資機材販売、他

　　(事業区分の方法の変更)

　　　　　従来、機械賃貸事業は、その他の事業に含めていたが、当該事業区分の営業損失が、営業　

　　　　損失の生じているセグメントの営業損失の合計額の１０％を超えたため、第１四半期から区　

　　　　分表示した。この結果、従来の方法と比較してその他事業の売上高は709百万円減し、営業　　

　　　　利益は190百万円減少している。なお、機械賃貸事業の売上高は、第４四半期に集中するた

　　　　め、第１、第２及び第３四半期と第４四半期の業績には季節的変動がある。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年9月30日)

　

建設事業
(百万円)

型枠賃貸
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 19,5371,598 676 21,812 － 21,812

(2) セグメント間の内部売上高
　　又は振替高

－ 7 1,475 1,482(1,482) －

計 19,5371,606 2,15123,294(1,482)21,812

営業費用 24,2681,668 2,36628,302(1,535)26,767

営業利益又は営業損失(△) △ 4,731△ 63 △ 215△ 5,008       53 △ 4,955

(注)１　事業区分の方法

　　　　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分等を勘案して区分している

　　２　各事業区分に属する主要な内容

　　　　　建設事業：土木、その他建設工事全般に関する事業

　　　　　型枠賃貸事業：消波・根固ブロックの型枠賃貸に関する事業

　　　　　その他の事業：施工機械の賃貸、環境景観商品・建設資機材販売、他

　　３　のれんの償却により、建設事業における資産が前連結会計年度末に比べ、3,199百万円減少

　　　　している。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略した。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

80.42円 117.00円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 13,306 19,331

純資産の部の合計額部の合計額から控除する
金額(百万円)

79 86

(うち少数株主持分)(百万円) 79 86

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 13,227 19,245

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(千株)

164,489 164,489

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 34.84円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失を計上しているため記載して

いない。

(注)　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 5,730

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 5,730

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 164,489
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 17.58円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失を計上しているため記載して

いない。

(注)　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 2,892

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 2,892

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 164,489

　

(重要な後発事象)

該当事項はない。

　

２【その他】

該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

株式会社不動テトラ

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　落　合　操　　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　草　野　和　彦　　印

　

　

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社不動テトラの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社不動テトラ及び連結子会社の平成20

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
(注) １　上記は、レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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